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＜解説＞

抄録
災害や感染症パンデミック等の健康危機は，女性の健康に多面的な影響を及ぼす．女性の健康課題
はライフステージによって異なり，健康危機時には，保健医療福祉サービスの中断や避難に伴う生活
環境の悪化などが，平時から存在する健康格差や社会的脆弱性と重なることで，より深刻な問題とな
りうる．本稿では，ライフコースアプローチとレジリエンスの視点から，災害・健康危機における女
性の健康課題と対策の現状を概説した．基本的な視点として，生物学的な性とジェンダー，女性の多
様性と複合的な脆弱性，レジリエンスを支える社会的条件を整理した．その上で，思春期から高齢期
に至る健康課題が，保健医療福祉サービスの中断，避難に伴う生活環境の悪化，暴力，雇用や所得の
不安定化，ケア負担，社会的孤立などを通じて深刻化しうることを論じた．これらの課題に対応する
ため，地域保健活動では，性別・年齢別データに基づくニーズの把握，多様な避難形態を踏まえた支
援，必要なサービスの継続，暴力被害者支援を含む関係機関との連携が求められる．また，女性を保
護の対象としてのみ捉えるのではなく，その多様性を踏まえ，災害対応や地域のレジリエンスを支え
る主体として位置づけ，意思決定への実質的な参画を進めることも重要である．今後は，平時の女性
の健康施策に危機への備えを組み込み，地域防災計画等にライフステージに応じたニーズを反映する
とともに，情報基盤の整備や実装研究を通じて対策の実効性を高める必要がある．災害・健康危機に
おける女性の健康は，平時の健康づくりと危機時の対応を連続的に捉え，保健・医療・福祉，男女共
同参画，防災の各分野が連携して取り組むべき包括的な公衆衛生上の課題である．
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Abstract

Disasters and health emergencies, including large-scale natural disasters and pandemics, can affect 
women’s health in multiple ways. Women’s health needs vary across their life course, and disruptions to 
health, medical, and welfare services and deteriorating living conditions during evacuations can interact 
with pre-existing health disparities and social vulnerabilities, exacerbating these needs. This paper reviews 
women’s health challenges and current responses in disasters and health emergencies from life-course 

特集：女性の健康―ライフコースアプローチを踏まえた健康づくり―
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I．はじめに

女性の健康には，思春期，性成熟期，妊娠・出産期，
更年期，高齢期など，ライフステージごとに異なる課題
がある．健康日本 21（第三次）においても，ライフコー
スアプローチを踏まえた健康づくりの重要性が示されて
いる[1]．また，わが国の女性の健康政策は，歴史的に
は妊娠・出産，母子保健，就労女性の保護など，特定の
役割や状況への対応として展開してきたが，近年では思
春期から高齢期に至る生涯を通じた健康支援へと視点が
広がっている[2]．こうしたライフコースにわたる健康
課題は，大規模な自然災害や感染症パンデミックといっ
た健康危機において，保健医療サービスの中断や避難生
活に伴う心身のストレスなどの新たなリスクが重なるこ
とで，より深刻な問題となりうる．
健康危機は，直接的な健康影響をもたらすだけでなく，
平時から存在する個人・世帯レベル，あるいは社会レベ
ルの脆弱性や，保健医療サービスへのアクセス格差を顕
在化させ，ときに増幅する[3]．また，女性は，ジェンダー
に基づく役割，社会経済的状況，さまざまな資源へのア
クセスの差異などにより，平時から特有の脆弱な状況に
置かれることがある[4]．したがって，災害・健康危機
が女性の健康に及ぼす影響は，こうした社会的条件との
関連を踏まえて理解する必要がある．
災害対策において，かつて女性は，妊娠・出産等に関
連する健康ニーズや社会的に形成された脆弱性を背景
に，いわゆる「災害弱者」として，受動的な保護の対象
に位置づけられてきた．こうした視点は一定の政策的意
義をもつ一方で，女性を一様に「無力な被害者」とみな
すことにより，女性が地域社会で担うべき積極的な役割
や主体的な力を不可視化するという限界も指摘されてき

た[4]．近年の災害研究では，脆弱性と対応能力を対立
概念としてではなく相互に関連するものとして捉える
視点への転換が進んでいる[5]．こうした考え方は，第 3
回国連防災世界会議で採択された仙台防災枠組（Sendai 
Framework for Disaster Risk Reduction 2015–2030 ） や
Sendai Gender Action Planにおいて，災害リスク削減に
おける女性の参画，リーダーシップ，エンパワメントの
重要性が示されていることとも整合する[6-7]．
以上の背景を踏まえ，本稿では，ライフコースアプロー
チとレジリエンスの視点を軸に，災害・健康危機が女性
の健康に及ぼす影響を整理する．その前提として，生物
学的な性とジェンダー，女性内部の多様性を踏まえたう
えで，ライフステージ別の健康課題，健康に影響を及ぼ
す主な要因と対応，地域保健活動における実践課題，女
性の参画と男女共同参画の意義について概説する．

II�．災害・健康危機における女性の健康課題を
考える上での基本的な論点

災害・健康危機における女性の健康課題は多角的に理
解する必要があるが，ここでは，基本的な論点として，
生物学的な性とジェンダー，女性の多様性と複合的な脆
弱性，レジリエンスを支える社会的条件について整理す
る．

1．生物学的な性とジェンダー
女性の健康課題を論じるにあたり，男性との単純な比
較ではなく，生物学的な性差とジェンダー（社会的・文
化的に形成された性）間の差の双方の影響を考慮するこ
とが重要である．災害・健康危機では，社会的役割，労
働，ケア，意思決定，支援希求行動といったジェンダー

and resilience perspectives. It first considers three basic points: biological sex and gender, diversity among 
women and intersecting vulnerabilities, and the social conditions that support resilience. It then examines 
how health challenges from adolescence through older age may be compounded by disruptions to essen-
tial services, adverse living conditions during evacuation, violence, employment and income insecurity, 
caregiving burdens, and social isolation. Addressing these challenges requires community-based health 
activities that include needs assessments based on sex- and age-disaggregated data, outreach to persons 
in diverse evacuation settings, continuity of health, medical, and welfare services, and coordination with 
relevant organizations, including those supporting survivors of violence. Women should not be regarded 
solely as recipients of protection and support; their diversity should be recognized, as should their roles as 
active contributors to disaster response and community resilience. Their meaningful participation in deci-
sion-making should therefore be promoted. Future priorities include integrating emergency preparedness 
into routine women’s health policies, incorporating life-stage-specific needs into local disaster management 
plans, strengthening information systems, and building evidence through implementation research. Wom-
en’s health in disasters and health emergencies should be addressed as a comprehensive public health issue 
that links routine health promotion with emergency response and requires collaboration across the health, 
social welfare, gender equality, and disaster management sectors.
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要因が，身体的・精神的健康に関与することが知られて
いる[8-9]．たとえば，男性では，救助・復旧作業への危
険曝露，過重労働，飲酒，相談行動の乏しさ，中高年
男性の孤立と自殺などが課題となりうるが[9]，女性で
は，性と生殖に関する健康，ドメスティック・バイオレ
ンス（DV）・性暴力，ケアの負担の集中，雇用の不安定
性，若年女性の自殺増加などが重要な論点となる[10-13]．
よって，災害・健康危機の影響が性別や社会的役割に
よって異なることを理解し，それぞれに応じた対策や支
援が求められる[3,9]．従来の災害研究では，女性の脆弱
性に着目することで，性と生殖に関する健康，安全，生
活環境など，災害時に見過ごされやすいニーズを可視化
してきた[10,13]．こうした脆弱性には，生物学的な性差
や妊娠・出産等に関連するものも含まれうるが，それら
が災害・健康危機時に健康被害や支援へのアクセス困難
として現れるかどうかは，社会的・経済的・制度的条件
に大きく左右される．

2．女性の多様性と複合的な脆弱性
女性を均質な集団として捉えることも適切ではない．

年齢，妊娠・出産，障害，国籍，家族形態などの属性が
重なり合うことで，災害・健康危機時に直面するリスク
や支援へのアクセスは異なりうる[5,14]．また，性的指
向や性自認によっても，避難生活や相談・支援において
直面する困難は異なる．性的マイノリティは，トイレや
更衣・入浴スペース，アウティング防止など，異性愛規
範や性別二元論を前提とした支援体制のもとで特有の困
難を経験しうる[14-15]．性の多様性を踏まえた議論や取

組は進みつつあるものの，健康危機管理への具体的な反
映は発展途上にある．女性の健康を論じる際には，多様
な属性や状況が相互に作用し，健康リスクや支援ニーズ
の違いにつながりうることを念頭に置く必要がある．

3．レジリエンスを支える社会的条件
災害・健康危機の影響を抑えつつ速やかに回復する
力，すなわちレジリエンスは，当事者の自助努力のみに
よって構築されるものではなく，社会的条件によって支
えられる．女性の健康と生活を支えるレジリエンスの基
盤は，平時からの保健医療福祉サービスや社会保障，地
域のネットワーク，相談・支援体制などによって形成さ
れる[3,6-7]．言い換えれば，平時の健康づくりや生活支
援，暴力や孤立の防止，地域参加の促進は，危機時の健
康被害を軽減し，その回復を支える社会的基盤となりう
る．そのため，女性の健康づくりと健康危機管理を連続
した取組として捉えることが重要である．

III�．ライフステージ別にみた災害・健康危機時
の女性の健康課題

ライフコースアプローチは，健康を一時点の状態では
なく，胎児期から高齢期までの生涯にわたる連続的な過
程として捉える視点であり，女性の健康は月経，妊娠・
出産，更年期，骨粗鬆症，フレイル，メンタルヘルス不
調など，ライフステージごとに固有の課題を伴う[13,16]．
災害・健康危機はこうした課題をさらに複雑にするため，
ライフステージごとに課題を整理することが，危機時の

表1　ライフステージ別にみた平時および災害・健康危機時の女性の健康・生活課題と地域保健活動上の留意点
ライフステージ 平時からの健康・生活課題 災害・健康危機時に増幅しうる課題 地域保健活動上の留意点
思春期・若年期 月経，メンタルヘルス，性被害，学校・

居場所，教育・就労への移行
月経用品・更衣・入浴の困難，居場
所の喪失，孤立，性暴力，教育機会
の喪失，自殺リスク

学校・若者支援機関との連携，相談
窓口の周知，月経用品と安全な空間
の確保，SNS等を含む相談経路の整備

性成熟期・生殖
年齢

月経，避妊，性感染症，不妊，婦人
科疾患，DV，性暴力，就労・所得

性と生殖に関する健康サービスの中
断，緊急避妊・性感染症対応の困難，
受診控え，雇用不安，生活困窮

婦人科・性と生殖に関する健康サー
ビス，DV・性暴力相談，福祉・就労
支援との連携，プライバシーを確保
した相談体制

妊娠・出産・産
褥期

妊婦健診，分娩，産後ケア，授乳，
育児，産後うつ

受診・搬送困難，分娩施設へのアク
セス低下，授乳・休息環境の不足，
乳児用品の不足，産後の孤立

妊産婦・乳児の把握，医療機関・助
産師会等との連携，搬送・受診経路
の確認，授乳・休息環境の整備

子育て期・ケア
を担う時期

育児，介護，ひとり親，就労，家計，
メンタルヘルス

ケア負担の増加，保育・学校の中断，
収入減少，物資確保困難，孤立

ひとり親・介護者の把握，保育・学
校・福祉部局との連携，アウトリー
チ，レスパイトや生活支援への接続

更年期・中高年
期

更年期症状，生活習慣病，睡眠，就労，
介護，メンタルヘルス

服薬中断，生活リズムの悪化，運動
不足，食生活の悪化，介護負担の増
加

慢性疾患管理，服薬継続支援，介護
者支援，相談先の確保，地域活動・
交流機会への接続

高齢期 慢性疾患，骨粗鬆症，フレイル，認
知症，独居，低所得，社会的孤立

避難困難，医療・介護サービスの中
断，転倒，低栄養，感染症，孤立

在宅避難者・独居高齢者の把握，服
薬・栄養・介護の継続支援，見守り，
地域包括支援センター等との連携

注： 本表の区分は年齢によるライフステージだけでなく，妊娠・出産，子育て，ケア役割，就労，独居などの生活状況を含めて整
理したものである．実際の支援では，年齢，妊娠・出産，障害，国籍，家族形態，所得，就労状況，性的指向・性自認などが
重なり合い，必要な支援が異なることに留意する必要がある．
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対策・支援のあり方を考える上での出発点となる．たと
えば，思春期・若年期では月経衛生，居場所の喪失，メ
ンタルヘルス不調，自殺リスクが問題となりやすく，性
成熟期・生殖年齢では性と生殖に関する健康や雇用・経
済面への影響が課題となり，妊娠・出産期では妊婦健診，
分娩，産後ケア，授乳支援の継続が重要となる．子育て
期にはケア負担と雇用・生活不安，更年期・中高年期に
は慢性疾患管理や介護負担，高齢期には避難困難，医療・
介護サービスの中断，孤立，などが課題となる．表 1に，
ライフステージ別にみた平時からの健康・生活課題，災
害・健康危機時に増幅しうる課題，地域保健活動上の留
意点を整理した[13,16-19]．

1．思春期・若年期
思春期・若年期の女性では，月経への対応や居場所の

確保，対人関係，メンタルヘルスが，身体的・心理社会
的発達の途上にあるこの時期に特有の課題となる．災
害・健康危機による生活環境の変化は，プライバシーの
喪失や孤立，性暴力の被害，自殺リスクの高まりにつな
がりうる[10,13,17]．COVID-19 流行期に観察された若年
女性の自殺増加は，感染症危機が社会的孤立や経済的不
安などを通じて若年女性の健康に影響しうることを示唆
している[11-12]．

2．性成熟期・生殖年齢
性成熟期・生殖年齢の女性では，月経，避妊，性感染

症，婦人科疾患，DV・性暴力被害など，性と生殖に関
する健康が中心的な課題となる．災害・健康危機時には，
プライバシーの喪失や受診・相談機会の減少により，こ
れらのニーズが後回しにされやすい[13,20]．また，この
年代は就労や子育てと重なるため，雇用・所得への影響
を受けやすい．

3．妊娠・出産・産褥期
妊娠・出産・産褥期は，妊婦健診，分娩，産後ケア，

授乳支援の継続が不可欠な時期であり，災害時にはこ
れらへのアクセス低下が妊産婦と乳児の健康リスクを
高める[13,20]．災害がもたらす環境変化と母体ストレス
は，周産期アウトカムにも影響しうる．災害と周産期保
健に関するシステマティックレビューでは，災害は在胎
期間（早産）には一貫した影響を示さない一方，深刻な
曝露は妊娠・産後の女性のメンタルヘルス不調の主要な
予測因子とされる[21]．東日本大震災後の福島県「県民
健康調査」でも，妊娠高血圧症候群や精神的不調など母
体側の合併症の増加がみられた一方，県全体では早産・
低出生体重・先天異常の頻度に明らかな変化は認められ
ず，周産期への影響は曝露の程度や地域差，社会的条件
によって異なりうることが示唆される[22]．

4．子育て期・ケアを担う時期
子育て期・ケアを担う時期は，育児や介護などのケア

役割が集中し始める時期であり，ひとり親世帯では就労
継続や子どもの預け先の確保が課題となりやすい．災
害・健康危機時には，保育・学校の中断や避難生活への
対応が重なり，こうした負担が一層増大する[5,16]．

5．更年期・中高年期
更年期・中高年期には，更年期症状，生活習慣病，就
労継続，介護負担が課題となる．この時期は，閉経に伴
い骨量の減少や脂質異常・高血圧などの心血管リスクが
顕在化し始め，高齢期の骨粗鬆症やフレイルのリスクが
高まり始める時期にあたる．災害・健康危機時には，受
診控えや健診・がん検診の中断，服薬中断，生活習慣の
悪化が健康状態に影響しうる[13,16,23]．

6．高齢期
高齢女性では，慢性疾患，骨粗鬆症，フレイル，認知
症に加え，独居や低所得，社会的孤立が課題となる．災
害時には，避難行動の困難や医療・介護サービスの中断
により健康リスクが高まりやすく，生活再建過程でも孤
立しやすい[3,24]．そのため，避難所だけでなく，在宅
避難，仮設住宅，復興住宅における継続的な見守りと地
域保健活動が重要となる[19,24]．
以上のように，災害・健康危機時の女性の健康課題は
ライフステージごとに異なる形で現れる．ただし，実際
には妊娠と生活困窮，高齢と独居と慢性疾患など，複数
のリスクが重なり合う場合も多いため，地域保健活動で
は，ライフステージ別の視点を基本としつつ，個別の生
活背景や支援へのアクセスを考慮する姿勢が求められる．

IV．女性の健康に影響を及ぼす主な要因と対応

災害や健康危機は，さまざまな要因を通じて女性の健
康に影響を及ぼす．ここでは，主な要因と求められる対
応について概説する．

1．保健医療福祉サービスの中断
災害・健康危機では，医療機関，保健所，市町村保健
センター，社会福祉施設，在宅サービスが被災または機
能制限を受ける．これにより，妊婦健診や分娩，婦人科
診療，精神保健，慢性疾患管理，介護・障害福祉サービ
スなどが中断される可能性がある[3,13,20]．女性の健康
課題は，平時から複数のサービスによって支えられてい
る場合も多い．そのため，危機時には医療，保健，福祉，
相談支援等を統合的に継続することが必要である[3,20]．
たとえば，東日本大震災後には，避難生活の長期化に伴
い，妊産婦，乳幼児，女性，高齢者などの多様なニーズ
が可視化され，防災・復興に男女共同参画の視点を組み
込む必要性が改めて認識された[19]．また，人道危機下
の性と生殖に関する健康サービスに関するレビューでは，
危機時にも妊産婦ケア，避妊，性感染症対策，性暴力被
害者支援などを継続する必要性が指摘されている[20]．
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2．避難に伴う生活環境の悪化
災害後の避難に伴う生活環境の悪化は，さまざまな健
康影響をもたらしうる．女性の健康を守る上では，トイ
レ，更衣・入浴環境，月経や授乳への配慮に加え，プラ
イバシーと安全の確保が重要となる[17-19]．新潟県中越
地震後の調査では，車中泊を中心とする避難者で急性肺
塞栓症，いわゆるエコノミークラス症候群の発生が増加
し，女性で相対的にリスクが高かったことが報告されて
いる[25]．避難環境の改善は，このような性差がみられ
る身体的健康影響の予防にもつながる．
避難所の環境は，身体的健康だけでなく，尊厳，安心

感，メンタルヘルス，暴力の防止にも関わる．東日本大
震災では，女性用物資や授乳・更衣場所の不足，避難所
運営に女性の視点が反映されにくかったことなどが課題
として指摘され，その後，内閣府男女共同参画局による
「男女共同参画の視点からの防災・復興ガイドライン」
（2020年）の整備につながった[19]．男女別のトイレや
更衣室に加え，個別に利用できるスペースや相談しやす
い体制を確保することは，女性だけでなく性的マイノリ
ティにとっても重要である[14-15,17]．

3．暴力・ハラスメント
災害・健康危機時には，DV，性暴力，ハラスメント

などが増加する，または把握されにくくなる可能性があ
る．特に，避難所や仮設住宅でプライバシーが保たれな
い環境，生活困窮，パートナーへの経済的な依存，相
談体制の不足は，被害を深刻化させる要因となりうる
[10,17,19]．自然災害と女性への暴力に関するシステマ
ティックレビューでは，生活ストレス，法執行機能の低
下，危険な生活環境，既存のジェンダー不平等などがリ
スク要因として整理されている[10]．国内でも，阪神・
淡路大震災や東日本大震災において，避難生活下での女
性への暴力が支援団体の調査等により記録され，被害が
表面化しにくく，相談や支援につながりにくいことが
指摘されてきた[26]．海外では，ハリケーン・カトリー
ナ（米国，2005 年）後に，避難・移住を経験した女性
で親密なパートナーからの暴力が増加したこと[27]，ま
た，その経験が災害後の抑うつや心的外傷後ストレス障
害（PTSD）と関連していたこと[28]が報告されている．
暴力は，身体的外傷にとどまらず，PTSDや抑うつ，性
感染症，望まない妊娠，自殺リスク，社会的孤立にもつ
ながる公衆衛生課題である[10,27-28]．災害対応におい
ても，暴力の予防，早期把握，相談経路の確保，被害者
支援を保健・医療・福祉活動の一部として位置づける必
要がある[10,17,19]．

4．雇用，所得，住居への影響
災害・健康危機は，失業や収入の減少，住居不安，食
料不安などを通じて健康に影響を及ぼしうる．特に，女
性の割合が高い非正規雇用，対人サービス業，ケア労働
の従事者や，ひとり親世帯などに影響が集中しやすい

傾向がある[29-30]．たとえば，COVID-19 流行期におけ
るわが国の労働者を対象とした研究では，健康上の不
安，経済的困難，社会的関係の変化が心理的苦痛に影響
し，伝統的なジェンダー役割がその影響を増幅しうるこ
とが示唆されている[29]．また，COVID-19 による経済
的ショックが，経済的に脆弱な労働者のメンタルヘル
スに悪影響を及ぼした可能性も報告されている[30]．経
済的困難は，受診控え，食生活やメンタルヘルスの悪
化，DVリスクの上昇に加え，子どもの健康や教育機会
にも影響しうる．そのため，女性の健康課題への対応で
は，医療支援だけでなく，雇用，所得，住居，食料，教
育，社会保障などの社会的要因についても考慮する必要
がある[3,29-30]．

5．ケア負担と社会的孤立
災害・健康危機では，保育，教育，医療，介護等の
サービスの中断により，家族内のケア負担が増加しやす
い．子ども，高齢者，障害者，病気の家族等を支える役
割が女性に偏る場合，睡眠不足，疲労，抑うつ，不安，
就労困難，社会的孤立が生じやすくなる[5,16,29]．ハリ
ケーン・カトリーナ後の低所得の親を対象とした研究で
は，災害後の喪失体験や生活ストレスが蓄積し，精神疾
患やPTSDの割合が増加したことが報告されている[31]．
また，災害・パンデミック後の長期的なメンタルヘルス
の動向に関するシステマティックレビューでは，PTSD，
抑うつ，不安などの影響が長期にわたり継続しうること，
また影響の程度や回復過程は災害種別，曝露の程度，社
会的条件，支援資源によって異なることが示されている
[32]．これらの知見は，災害後の健康影響が発災直後の
外傷や感染症にとどまらず，避難，住宅喪失，収入減少，
生活再建，家族ケア，社会的孤立などの累積的ストレ
スを通じて長期化しうることを示している[31-32]．また，
若年女性，高齢女性，ひとり親，外国人女性，性的マイ
ノリティなどは，相談窓口や支援者等につながりにくい
場合もある．孤立を防ぐためには，発災直後だけでなく
復旧・復興期も含めたアウトリーチ，ピアサポート，地
域ネットワーク，オンライン相談，学校・職場・相談支
援機関等との連携が重要である[3,14-15,24]．

V．地域保健活動における実践課題

上述した女性の健康課題に対して，近年の災害・健康
危機では，地域保健活動を通じた様々な対応や支援が行
われている．これらを概観し，その課題を示す．表 1に
示したライフステージ別の地域保健活動上の留意点も踏
まえつつ，ここでは，ライフステージを横断する実践上
の課題を概観し，その現状を示す．

1．ニーズの把握
災害・健康危機時の支援では，住民全体の代表値から
は，女性や特定のライフステージにある人々のニーズが
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見えにくい．性別・年齢別データを基本としつつ，妊産
婦やひとり親，介護者，障害のある人，外国人，性的マ
イノリティなど，配慮を要する人々の状況を把握する
必要がある[3,6,17]．ただし，データ収集にあたっては，
本人・関係者のプライバシー，二次被害やアウティング
（本人の同意を得ずに，その人の性的指向や性自認など
の個人的な秘密を第三者に暴露する行為）の防止に配慮
する必要がある．とくにDV，性暴力，性的指向・性自
認に関わる情報は，収集・共有を必要最小限にとどめ，
その取り扱いにおける情報管理と秘密保持を徹底するこ
とが重要である[10,14-15,17]．個人情報を不用意に収集・
共有することは，被害者や性的マイノリティに新たなリ
スクをもたらしうるため，支援の目的，収集・共有を必
要最小限にとどめること，安全な情報管理を明確にする
必要がある[14-15,17]．

2．多様な避難生活を考慮した支援
避難所では，月経用品や下着・乳幼児用品，授乳・更

衣スペース，男女別トイレ，安全な照明・施錠，相談窓
口や女性スタッフの配置など，プライバシーと安全に配
慮した環境整備が必要である[17-19]．また，月経用品や
下着などについては，プライバシーに配慮し，必要な人
が受け取りやすい配布方法とすることが重要である．「男
女共同参画の視点からの防災・復興ガイドライン」でも，
避難所運営や備蓄，物資配布，相談体制に男女共同参画
の視点を反映することが重視されている[19]．また，在
宅避難，車中泊，親族宅避難，広域避難など，指定避難
所以外で避難生活を送る場合は支援が届きにくいことが
あるため，避難所以外も含めたアウトリーチが求められ
る場合もある[3,13,24]．仮設住宅や復興住宅では，孤立，
メンタルヘルス不調，活動量の低下，介護負担，DV，
経済的困難が長期化するおそれがあり，中長期的な地域
保健活動も重要である[3,24,31]．

3．保健医療サービスの継続
母子保健，精神保健，慢性疾患管理，婦人科診療など

の平時からのサービスは，災害・健康危機時にも継続
する必要がある[3,13,20]．特に妊娠・出産・産褥期には，
妊婦健診や分娩，産後ケア，授乳・メンタルヘルス支援
が中断しないよう，平時からの連携体制を危機時にも維
持する必要がある[13,20]．国際的な人道支援では，危機
発生直後に優先すべき性と生殖に関する健康に関する最
低限の活動を定めた「最低限初期サービスパッケージ
（MISP）」が用いられ，性暴力被害者へのケア，安全な
分娩と新生児ケア，性感染症・HIV対策などを初動から
確保することが求められている[33]．国内でも，市町村，
保健所，医療機関，助産師会，女性相談支援センター，
男女共同参画センター，NPO等が連携し，ライフステー
ジに応じた支援を継続する体制が求められる[3,17,19]．

4．DV・性暴力被害者支援との連携
DV・性暴力被害者支援の継続も重要である．避難所
や相談窓口では，相談先の掲示，秘密保持，同性スタッ
フによる対応，医療機関・警察・福祉機関・民間支援団
体との連携が求められる[10,17,19]．支援者は，被害の
開示を強要せず，被害者の安全と意思を尊重する必要が
ある．災害対応職員，保健医療福祉関係者，避難所運営
者への研修も重要である[10,17,19]．ハリケーン・カト
リーナ後の研究が示すように，災害後の暴力被害は災害
後の抑うつやPTSDと関連しうるため，DV・性暴力被害
者支援は安全確保にとどまらず，メンタルヘルス支援，
生活再建支援，医療アクセスの確保と一体的に実施され
る必要がある[27-28]．

VI．女性の参画と地域のレジリエンス

女性は支援を必要とする存在であると同時に，地域を
支える担い手でもある．こうした視点から，政策への参
画，対応主体としての意義，実質的な参画に向けた課題
を整理する．

1．防災・復興政策における女性参画
防災会議，災害対策本部，避難所運営，復興計画，地
域防災組織に女性が少ない場合，女性や子ども，妊産
婦，介護者，DV被害者，性的マイノリティなどのニー
ズが意思決定に反映されにくくなる[5-7,19]．災害は性
別，年齢，障害の有無，社会経済的状況などによって異
なる影響を及ぼすため，多様な住民の経験やニーズを政
策や運営に反映することは，災害対応の実効性や公平性
を高める上で重要である[3,6-7]．わが国では上述の「男
女共同参画の視点からの防災・復興ガイドライン」が整
備されている[19]．しかし，2025 年 4 月現在，地方防災
会議の委員に占める女性の割合は，都道府県防災会議で
26.1％，市区町村防災会議で 12.1％にとどまり，第 5次
男女共同参画基本計画で掲げられた 2025 年までに 30％
という成果目標には達していない[34]．女性の参画は，
単に男女共同参画の理念にとどまらず，災害対応の質，
安全性，支援の公平性，健康被害の軽減に関わる公衆衛
生上の課題である[3,6-7]．仙台防災枠組は，災害リスク
削減において女性の参画とリーダーシップを促進する必
要性を示しており，2024 年に公表されたSendai Gender 
Action Planにおいても，ジェンダーに対応した災害リス
ク削減，女性のエンパワメント，意思決定への参画が重
視されている[6-7]．

2．地域の担い手としての女性
女性は，家族，近隣，地域，職場，避難所，復興まち
づくりを支える主体でもある[5,7,35]．女性を保護対象
としてのみ位置づけると，地域のリスク把握や支援設計
における女性の知識，経験，ネットワークが活用されに
くくなる[5,35]．女性を災害リスクマネジメントの担い
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手として位置づける重要性は国際的にも認識されてい
る．バングラデシュのCyclone Preparedness Programme
は，地域ボランティアによる早期警報伝達と避難支援の
代表的な事例であり，女性ボランティアの参加は，女性
のみならず，高齢者，障害者など，支援につながりにく
い人々への情報伝達や避難促進に寄与しうる[36]．この
事例は，女性の参画が単なる象徴的な参加にとどまらず，
地域の信頼関係，戸別訪問，避難所での支援，ニーズ把
握などを通じて，実際の被害軽減に結びつく可能性を示
している[36]．国内でも，令和 6年能登半島地震の対応
に関する内閣府の調査では，防犯ブザーの配布や女性専
用スペース等への巡回警備といった女性の安全に関わる
対策が実施された市町では，外部のNPO等が関与して
いた場合が多かったことが指摘されている．また，こう
した対策を早期に実施できた要因として，地域防災計画
やマニュアルにあらかじめ規定していたことが最も多く
挙げられている[37]．このことは，女性の安全やニーズ
に配慮した対応を実現するためには，外部団体等との連
携に加え，平時から計画や実施体制に組み込んでおくこ
とが重要であることを示している．

3．実質的参画と意思決定の課題
女性委員の割合を高めることは重要だが，形式的な

人数目標だけでは不十分である[34]．実質的な参画には，
会議で発言しやすい環境，専門性の尊重，意思決定権限，
地域組織における役割，平時からの人材育成が必要であ
る[7,19,35]．災害対応の現場では，計画策定段階だけで
なく，避難所運営，物資配布，保健医療福祉支援，生活
再建，復興まちづくりの各段階で，女性が意思決定に関
与できる仕組みが求められる[6-7,19]．
女性の代表性にも留意する必要がある．特定の立場の
女性だけでなく，若年女性，子育て中の女性，高齢女性，
障害のある女性，外国人女性など，多様な当事者の視点
をどのように反映するかが課題である[14-15,17]．Sendai 
Gender Action Planは，女性を画一的な集団として扱う
のではなく，障害，年齢，先住民性，移民，貧困などが
重なり合う状況を踏まえた，包摂的でジェンダーに対応
した災害リスク削減を求めている[7]．したがって，女
性参画の推進は，単に委員数を増やすことにとどまらず，
誰の経験が意思決定に反映されているのか，発言が実際
の計画や運営に反映されているのか，平時から地域で人
材育成とネットワーク形成が行われているのかを評価す
る必要がある[7,19,34]．女性の実質的な参画は，多様な
ニーズの把握と支援の公平性を高めることを通じて，災
害時の健康被害の軽減や地域のレジリエンスの向上に寄
与しうると考えられる．なお，女性の参画と健康アウト
カムの関連についてのエビデンスは限られており，現時
点の知見の多くは観察研究や事例に基づくものである点
には留意が必要である[3,6-7]．

VII．今後に向けた取り組み

1．女性の健康施策における災害・健康危機への備えの
位置付け
女性の健康施策は，平時の健康増進，疾病予防，母子
保健，精神保健，性と生殖に関する健康，生活習慣病対
策，更年期・高齢期支援を中心に進められてきた．一方，
災害・健康危機では，これらの支援が中断されることに
より，妊産婦，若年女性，ひとり親，高齢者，障害のあ
る人，外国籍，生活困窮者など，特定の状況にある女性
に影響が集中しうる[3,13,19-20]．したがって，平時の女
性の健康施策の中に，災害・健康危機時の継続性をあら
かじめ組み込み，危機時にも支援が途切れにくい体制を
整えておくことが重要である[3,20]．
具体的には，妊産婦・乳幼児，ひとり親，DV・性暴

力被害者，精神保健上の支援を要する人，慢性疾患患者，
介護を要する高齢女性などについて，平時から相談先，
医療機関，福祉サービス，地域支援者との連携を整理し
ておくことが求められる[3,17,19]．「男女共同参画の視
点からの防災・復興ガイドライン」は，避難所運営，備
蓄，女性相談，暴力防止，女性参画などを自治体実務に
落とし込む資料として有用である[19]．また，母子保健
や精神保健，慢性疾患管理については，災害時に新たな
仕組みを一から作るのではなく，平時の保健活動や地域
包括ケアシステム，母子保健ネットワーク，医療機関連
携を危機時にも活用できるようにしておくことが現実的
である[3,13]．令和 6年能登半島地震では，保健医療福
祉調整本部を通じて保健師等の専門職による避難所の巡
回・状況把握が行われた一方，内閣府男女共同参画局の
検証では，女性の視点に立った避難所運営や環境改善が
十分に機能しなかった例も見受けられたことが指摘され
ている．平時から保健・医療・福祉の専門職が女性の視
点を踏まえた意思決定に参画できる体制を整えておくこ
とが課題である[19,37]．被災者台帳は，こうした属性情
報を市町村が一元的に管理・活用するための手段の一つ
であり，女性や高齢者，障害者等の支援ニーズを可視化
し，支援の空白を生まないためのインフラとして機能し
うる[38]．

2．ライフステージ別の健康ニーズの計画等への反映
地域防災計画，避難所運営マニュアル，物資備蓄計画，
保健医療福祉調整体制，訓練には，ライフステージ別の
女性の健康ニーズや，暴力防止・性の多様性への配慮
を，平時の計画段階から反映することが重要である[17-
19]．表1に示したライフステージ別の留意点は，こうし
た計画やマニュアルに反映すべき項目を検討する際の出
発点となる．実務上は，チェックリスト化が有効な手法
の一つとして考えられる．例えば避難所ごとに，前述の
物資・設備・相談体制に加え，夜間照明，DV・性暴力
相談先の掲示，性的マイノリティへの配慮などを確認で
きるようにすることが考えられる[17-19]．また，在宅避
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難者，車中泊，親族宅避難，広域避難者にも支援が届く
よう，市町村保健師，地域包括支援センター，民生委員，
学校，NPO等との連携経路を整理しておく必要がある
[3,19,24]．Sphere HandbookやIASC Gender Handbookは，
避難所，水・衛生，保護，月経衛生，性暴力防止などに
関する最低基準や実務上の視点を示しており[17-18]，自
治体の避難所運営や訓練のチェック項目を作成する際に
も参考になる．

3．ニーズの把握に向けた取り組み
災害・健康危機時の健康影響と支援状況を把握するに

は，性別・年齢別データが不可欠である．さらに，妊産
婦，乳幼児，ひとり親などの属性に応じた支援状況を把
握する必要がある[3,17,38]．一方で，発災直後から詳細
な調査を実施することは容易ではないため，まずは避難
所名簿，保健師等による巡回記録，母子保健台帳，要配
慮者名簿，福祉サービス利用情報，相談窓口への相談内
容など，既存情報を組み合わせて，支援につながりにく
い人を把握する工夫が必要である[14-15,17]．米国CDC
のCommunity Assessment for Public Health Emergency 
Response（CASPER）は，災害後に世帯単位の迅速なニー
ズ評価を行い，意思決定者にタイムリーな情報を提供す
る手法として用いられている[39]．わが国の自治体にお
いても，避難所巡回や在宅避難者調査を行う際に，性
別・年齢別，妊産婦，乳幼児，介護者，慢性疾患，精神
保健，生活困窮，相談希望などを最小限の項目として設
計し，集計結果を支援方針に反映することが考えられる．
また，国際的には，Sex, Age and Disability Disaggregated 
Data（SADDD）の活用が，災害リスクや支援効果の不
均等を把握する基盤として重視されている[40]．災害対
応後の報告や研究において，単に「避難者数」「相談件数」
を示すだけでなく，性別，年齢，障害，妊産婦，子育て，
介護，生活困窮等の観点から，誰に支援が届き，誰が取
り残されたのかを検証することが重要である．
災害・健康危機対応の実効性を高めるには，訓練やア

フターアクションレビュー（AAR）を通じて継続的に
点検することも重要である．避難所開設訓練や災害時
の保健医療福祉調整に関する訓練に，妊産婦，月経用
品，DV・性暴力相談，性的マイノリティ，在宅避難者
などのシナリオを組み込み，対応後のAARでは女性の健
康・安全・参画の観点から評価することが望ましい[17-
19,41]．被災者一人ひとりの状況を個別に把握し，保健・
福祉・住宅・就労等の支援を包括的につなぐ災害ケース
マネジメントは，内閣府が 2023 年に地方公共団体向け
の実施手引きを公表した取り組みである[42]．ひとり親，
DV被害者，介護を担う女性，外国人女性など複合的な
困難を抱える人への対応において，生活再建支援と保健
活動の接続を促す枠組みとして，女性の複合的な課題へ
の対応への活用が今後期待される．

VIII．おわりに

災害・健康危機における女性の健康課題は，平時から
存在する健康格差や社会的脆弱性と連続する包括的な公
衆衛生上の課題である．こうした課題への対応において
は，女性を保護の対象としてのみ捉えるのではなく，そ
の多様性を踏まえつつ，地域のレジリエンスを支える担
い手として位置づける視点も重要である．そのためには，
平時の保健活動と危機時の対応を切れ目なくつなぐ体制
を構築するとともに，情報基盤の整備や実装研究を通じ
て知見を蓄積する必要がある．ライフコースとレジリエ
ンスの視点に立った女性の健康づくりを，保健・医療・
福祉，男女共同参画，防災の各分野を横断する取組とし
て進めることが求められる．
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